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する。それゆえ3つの権限行使をいかに組み合わせ高いパフォーマンスを生み出すかは、大統領の
“裁量”と深くかかわっている。そしてそれはさらにより下位の行政部門におおいてなされる“裁
量”の限界ともなりえる。まさに権限行使の“裁量”の範囲を見極めること、すなわちどこまでが
法的拘束力が及び、いかなる根拠でそれが及ばない“裁量”を正当化し得るのかが、大統領の権限
行使の成果としての政策実現と国民の利益の接点を具体的に可視化するうえでの必要条件であるこ
とは明らかであろう。三権分立制において大統領がいかなるバランス感覚もをもって自らの“裁
量”権を行使するかが、行政における成果を見極めるうえでも極めて重要な試金石となりうること
は確かである。
Ⅴ．結び
　今日の規制国家においていわゆる“行政の長”が行使する権限は“執行権”なのか“執政権”な
のかという問題について、国民が何を国家に求めているのかという視点から、民主国家の権力分立
制における行政の目的と大統領のリーダーシップを具体化する前提となる“裁量”について法的拘
束とのかかわりでどのようにとらえるか精査することでその解決の糸口が見いだされ得るように思
われる。
　ただ、本稿においては見込みにも至らない程度の検討にとどまってしまった。切り口として、大
統領の権限の行使を執政権のニュアンスとのかかわりからアプローチすることで、権力分立制にお
ける大統領のような“行政の長”の権限の特質を見出し、それが今日の規制国家においていかなる
正当性をもって機能し得るのか、またそもそもその正当性をどのようにして裏付けるのかについて
掘り下げて考えていかなければならないことは明らかであると思われる。ともすると今日の民主的
国家は、国民の利益の最大化を建前として“行政の長”の権限がその本来の目的から乖離し特定の
目的や利益の獲得の具に豹変するリスクが常に存しているという印象を否定できない状況にあるだ
けに、その状況を民主的にいかに改善していくかは極めて重要な課題である。何が国民の利益の本
質で、いかにそれを実現するか、そのために“行政の長”は自らの権限をどのように行使するべき
か、それをいかに法的にコントロールするかは、まさに権限行使にかかわる“裁量”を民主的にコ
ントロールする手段の具体的検討にほかならない。
　その意味で、本稿ではアメリカの大統領の“裁量”に注目したわけだが、それもまた複雑な行政
のシステムにおいては、象徴的なものに過ぎないということもできる。実務的な行政権の行使とい
うより広い視点からの“裁量”を大統領の政策実現における“裁量”とのかかわりで詳細に検討す
ることが、今日における規制国家の目指すべき方向性を見極めるうえで必要とされることも確かで
ある。この点についての検討にまで至ることはできなかったが、稿を改めて、不十分だった問題点
の整理を含めた考察を行いたいと考えている。
